
（様式３）

案件名：　尼崎市障害福祉計画（第５期）の素案について

パブリックコメント案件概要

１．施策の概要
　「尼崎市障害福祉計画（第５期：平成30年度から32年度）」（以下「本計画」という。）は、障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）第88条第１項に基づく市町村障害福祉計画であ
るとともに、児童福祉法第33条の20第１項に基づく市町村障害児福祉計画をあわせ持つ計画として策定するもので、本
市における障害福祉サービス、障害児通所支援、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画と
して位置付けるものです。
　また、本市では障害者基本法第11条第３項に基づく市町村障害者計画である「尼崎市障害者計画（第３期：平成27年
度から32年度）」を本計画と一体的に策定しており、本市における障害者施策全般に関する基本的な計画として位置付
けています。

２．施策策定（見直し）に至った背景・問題点など

４．施策の対象範囲・期間など
＜対象範囲＞　市民及び事業者　　　＜期間＞　平成30年度～平成32年度

５．市民意向調査の概要
　本市の障害者手帳所持者及び難病患者7,500人に対して、生活状況や福祉サービスの利用状況、利用意向等につい
てアンケート調査を実施し、本計画の策定等のための基礎資料としています（回答：2,844人、回収率：37.9％）。

　本計画の目標値については、第５期障害福祉計画に係る国の基本指針（以下「国指針」という。）に掲げる目標値と比
較検討するとともに、本市のこれまでの実績等も勘案しながら設定しています。その結果、「① 施設入所者の地域生活
への移行」に係る目標値については、国指針に掲げる目標値を下回る設定としていますが、「② 精神障害にも対応した
地域包括ケアシステムの構築」、「③ 地域生活支援拠点等の整備」、「④ 福祉施設から一般就労への移行等」、「⑤ 障
害児支援の提供体制の整備等」に係る目標値については、いずれも国指針に掲げる目標値と同じか、それを上回る設
定としています。

　国において障害者制度改革が進められる中、本計画の根拠法である障害者総合支援法及び児童福祉法の一部が改
正され、平成30年度から施行されます。本計画の策定にあたっては、当該法律に盛り込まれた「障害のある人の望む地
域生活の支援」、「障害のある子どものニーズの多様化へのきめ細かな対応」、「サービスの質の確保・向上に向けた環
境整備」等の制度改正を踏まえるとともに、新たに創設されるサービス（自立生活援助、就労定着支援、居宅訪問型児
童発達支援）に対応する必要があります。また、引き続き障害のある人の地域生活を支援するため、本市におけるサー
ビス提供体制や相談支援体制の充実を図っていく必要があります。
　これらの制度改正や本市が抱える課題等に対して計画的に取り組んでいくため、本計画を策定するものです。

３．目指す姿・対応策など
　障害のある人が生活の場や生活のしかたを自ら決定し、障害の有無にかかわらず、地域社会の一員として当たり前に
暮らしていけるよう、その意思決定の支援に配慮するとともに、必要な社会資源の開発やサービス提供体制の確保を図
ります。また、サービスの適切な利用を支え、様々なニーズにも対応できる相談支援体制の構築を図ります。

健康福祉局　障害福祉政策担当
〒660-8501 兵庫県尼崎市東七松町1丁目23番1号 本庁南館１階
電話番号　06-6489-6397
ファックス　06-6489-6351
メールアドレス　ama-shogaikeikaku@city.amagasaki.hyogo.jp

９．お問い合わせ先

６．施策の検討経過

　本市では、現行の計画である「尼崎市障害者計画（第３期）」と「尼崎市障害福祉計画（第４期：平成27年度から29年
度）」について、ＰＤＣＡサイクル手法を用いながら、その進捗管理や評価を行っており、毎年度、両計画の「評価・管理
シート」を作成（公表）しています。
　そのため、本計画の策定にあたっては、「評価・管理シート」でまとめてきた障害福祉サービス等の実績や評価、今後
の取組方向を振り返り、その内容をベースに追加・補強すべき点について、尼崎市社会保障審議会障害者福祉等専門
分科会や尼崎市自立支援協議会で議論を進めてきました。

７．今後のスケジュール
平成３０年３月　尼崎市社会保障審議会障害者福祉等専門分科会から本計画について答申
　　　　　　　　 　（パブリックコメントに寄せられた意見について整理等を行い、計画として決定。）
　　　　　　同月　パブリックコメント等の結果の発表
　　　　　　 ４月　尼崎市障害福祉計画（第５期）の策定

８．添付資料
　⑴　尼崎市障害福祉計画（第５期）の構成について（現行計画との比較）
　⑵　尼崎市障害福祉計画（第５期）素案 （概要版）
　⑶　尼崎市障害福祉計画（第５期）素案

　(1) 素案検討過程での主な論点

　(2) 策定過程で比較検討した複数案の主な項目と反映理由
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第１章 計画策定に 第１章 計画策定に ○　現行計画を継続（計画策定の趣旨や年表等の更新）

あたって あたって 【修正】 ・策定趣旨を第５期計画に修正し、障害者施策に係る年表を更新　等　

第２章 計画の性格 第２章 計画の性格 ○　現行計画を継続（計画の位置付けや策定体制等の更新）

【修正】 ・障害児福祉計画を含めた本市の障害者施策関連計画の位置付けを明記　等

第３章 障害のある人を 第３章 障害のある人を ●　各データやアンケート結果、第４期障害福祉計画の実績となるため、全部更新

取り巻く現状 取り巻く現状 【修正】 ・障害者手帳所持者数や難病患者数、アンケート結果、現行計画の実績等を更新　等

第４章 計画の 第４章 障害者計画の ○　現行計画を継続（再掲）

基本的な考え方 基本的な考え方

第５章 障害者施策の推進 ○　第３期障害者計画（平成27～32年度）の内容となるため、記載（再掲）なし

第６章 障害福祉計画 第５章 障害福祉サービス等 ●　第５期障害福祉計画（平成30～32年度）の内容となるため、全部更新

尼崎市障害福祉計画（第５期）の構成について（現行計画との比較）

現行計画との主な変更点

現行計画の構成

障害者計画（第３期）・
障害福祉計画（第４期）

障害福祉計画（第５期）

次期計画の構成（案）

の提供 【修正】 ※ 修正項目は以下のとおり、詳細内容（新設・追加）は裏面を参照。

　・法改正等による制度内容を更新

　・サービス提供における基本的な考え方を更新

　・サービス等の提供体制の確保に係る目標を更新（新たな目標設定を含む）

　・サービス等の必要量見込みと確保の方策を更新（新たなサービスの設定を含む）

　・地域生活支援事業の必要量見込みと確保の方策を更新

　・適切なサービス提供のための方策を更新

第７章 計画の推進に向けて 第６章 障害者計画及び障害福祉 ○　現行計画を継続（活動指標等の更新）

計画の推進に向けて 【修正】 ・施策目標・活動指標一覧（実績）を更新　等

資料編 資料編 ○　現行計画を継続（委員名簿、審議経過、関係資料等の更新）

【新設】 ・尼崎市移動支援事業支給決定基準（ガイドライン）の掲載　等



成果目標・活動指標など

（１） 計画の概要

（２） 計画策定に向けて踏まえるべき制度改正 追加

（１） 障害福祉サービス等の提供体制の確保に関する基本的な考え方 追加

（２） 相談支援の提供体制の確保に関する基本的な考え方 追加

（１） 施設入所者の地域生活への移行に関する目標設定
【目標】地域生活への移行者数
【目標】施設入所者の削減数

新設

（２） 地域生活支援拠点等の整備に関する目標設定 【目標】市内における地域生活支援拠点等の整備数

（３） 福祉施設から一般就労への移行に関する目標設定
【目標】福祉施設から一般就労への移行者数の増加
【目標】就労移行支援事業の利用者の増加
【目標】就労移行支援事業所の就労移行率の増加

追加

新設

（１） 訪問系サービス
○居宅介護　○重度訪問介護　○同行援護　○行動援護
○重度障害者等包括支援　○短期入所（福祉型、医療型）

（２） 日中活動系サービス
○生活介護　○自立訓練（機能訓練、生活訓練）
○就労移行支援　○就労継続支援（Ａ・Ｂ型）　○療養介護

追加

（３） 居住系サービス ○共同生活援助　○施設入所支援 追加

（４） 相談支援
○計画相談支援（サービス等利用計画、モニタリング）
○地域移行支援　○地域定着支援

（５） 障害児通所支援等
○児童発達支援　○放課後等デイサービス
○保育所等訪問支援　○医療型児童発達支援
○障害児相談支援（障害児支援利用計画、モニタリング）

追加

（１） 理解促進研修・啓発事業

（２） 自発的活動支援事業

（３） 相談支援事業

（４） 意思疎通支援事業

（５） 日常生活用具給付等事業

（６） 移動支援事業

（７） 地域活動支援センター事業

（８） その他の事業

（１） 持続可能な制度構築に向けた考え方

（２） 給付の適正化と適切なサービス提供に向けた取組

４
障害福祉サービス等
の必要量見込みと確
保の方策

○就労定着支援 （就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家
族との連絡調整等の支援を行うサービスの創設）

○自立生活援助 （定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生
活に向けた相談・助言等を行うサービスの創設）

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムに関する目標設定
　【目標】保健・医療・福祉関係者の協議の場を設置

６
適切なサービス提供の
ための方策

５
地域生活支援事業の
必要量見込みと確保
の方策

１

障害児支援の提供体制の整備等に関する目標設定
　【目標】市内における児童発達支援センターの設置
　【目標】市内における保育所等訪問支援を利用できる体制の構築
　【目標】重症心身障害児・者を支援する児童発達支援事業所及び
　　　　　 放課後等デイサービス事業所の確保
　【目標】保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関が連携を
　　　　　 図るための協議の場を設置

○居宅訪問型児童発達支援 （重度の障害等により外出が著しく困難な障
害児に対し、居宅を訪問して発達支援を行うサービスの創設）

２
サービス提供における
基本的な考え方

基本的な考え方に、「障害児通所支援等」を追記

基本的な考え方に、「障害児相談支援」や「地域生活支援拠点」等を追記

３

障害福祉計画につい
て 法改正等による制度内容を記載

【目標】就労定着支援事業所の職場定着率の増加
障害福祉サービス等
の提供体制の確保に
係る目標

「第５章： 障害福祉サービス等の提供」の構成について

項　目
現行計画＜尼崎市障害福祉計画（第４期）＞の記載内容

尼崎市障害福祉計画（第５期）
における新設・追加内容

記　載　事　項






